
平成１９年就業構造基本調査結果の概要

はじめに
総務省統計局から、平成 19 年 10 月 1 日現在で実施された就業構造基本調査（指定統計第 87 号）の結果

が公表されました。このうち本県分についてとりまとめましたので、その概要をお知らせします。
この調査は国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得る

ために実施されるもので、今回の調査は、昭和 31 年の第 1 回調査から数えて 15 回目に当たります。本県
においては、9，270 世帯が調査対象として無作為に抽出され、その世帯にふだん住んでいる 15 歳以上の人
全員について調査が実施されました。したがって、この調査結果は、一部世帯を抽出・調査することによ
り県全体を推計したものとなっています。

１ 就業状態
(1) 有業者
― 有業率は男女とも低下―
平成 19 年 10 月 1 日現在における 15 歳以上人口 1,280 千人のうち、有業者数は 726 千人で、5 年前の平

成 14 年と比較すると、26 千人減少している。
また、有業率(15 歳以上人口に占める有業者の割合）は 56.7 ％で、5 年前に比べ 0.7 ポイント低下してい

る。男女別にみると、男性は 68.9 ％、女性は 46.4 ％で、5 年前に比べそれぞれ 0.8 ポイント、0.3 ポイント
低下している。

（表１，図１）
表１ 男女別有業者数及び有業率（昭和４６年～平成１９年）―山口県、全国

図１ 男女別有業率の推移（昭和４６年～平成１９年）
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― 男性の「60 ～ 64 歳」で有業率が 10.2 ポイント上昇―
有業者の年齢階級別構成をみると、男性では、平成 14 年と比べると、「15 ～ 19 歳」「20 ～ 24 歳」「25

～ 29 歳」及び「35 ～ 39 歳」の各年齢層が４ポイント以上低下しているのに対し、「60 ～ 64 歳」が 10.2
ポイント上昇している。

また、女性では、平成 14 年と同様、「30 ～ 34 歳」を底とするいわゆる M 字型の傾向は変わらないが、
平成 19 年は「30 ～ 34 歳」が 6.7 ポイント上昇している。

（表２、図２、図３）
表２ 男女、年齢階級別有業率（平成１４年、１９年）

図２ 年齢階級別有業率―男（平成１４年、１９年）

図３ 年齢階級別有業率―女（平成１４年、１９年）
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(2) 産業別有業者数

― 第３次産業の割合が拡大―

有業者を産業（３部門）別にみると、「第１次産業」は 42 千人(全産業の 6.0 ％)、「第２次産業」は 193
千人（同 27.2 ％）、「第３次産業」は 473 千人（同 66.8 ％）となっており、平成 14 年と比べると「第１次

産業」が 0.8 ポイント、「第２次産業」が 1.6 ポイント低下したのに対し、「第３次産業」が 2.4 ポイント上

昇している。

有業者を産業（大分類）別にみると、「医療、福祉」（8 千人増）、「情報通信業」（4 千人増）が増加し

たのに対し、「建設業」（12 千人減）、「卸売・小売業」（12 千人減）、「製造業」（10 千人減）等が減少とな

っている。

昭和 46 年以降の有業者の推移をみると、「第１次産業」は減少傾向にあり、「第２次産業」も平成 9 年を

ピークに減少している。また、「第３次産業」は増加傾向であったが、平成 19 年は減少した。

（表３、図４）

表３ 産業（大分類、３部門）別有業者数及び構成比（平成１４年、１９年）

図４ 産業（大分類、３部門）別有業者の推移（昭和４６年～平成１９年）
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(3) 職業別有業者数

― 生産工程・労務作業者が減少―

有業者を職業（大分類）別にみると、「生産工程・労務作業者」が 210 千人（有業者に占める割合 28.9
％）と高く、次いで「事務従事者」が 132 千人（同 18.2 ％）、「専門的・技術的職業従事者」が 99 千人（同 13.6
％）、「販売従事者」が 86 千人（同 11.8 ％）などとなっている。

平成 14 年と比べると、「保安職業従事者」（7 千人増）、「事務従事者」（1 千人増）が増加したのに対し、

「生産工程・労務作業者」（17 千人減）、「販売従事者」（15 千人減）等で減少している。

（表４、図５）

表４ 職業（大分類）別有業者数及び構成比（平成１４年、１９年）

図５ 職業（大分類）別有業者数（平成１４年、１９年）
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(4) 雇用者
― 雇用者は男性は減少、女性は増加―
有業者のうち、雇用者（役員を除く）は 577 千人で、有業者に占める割合は 79.5 ％となっており、平成 14

年と比べ実数では 6 千人減少したものの、有業者全体に占める割合は 2 ポイント上昇している。
男女別にみると、男性 317 千人（男性有業者の 77.5 ％）、女性 260 千人（女性有業者の 81.8 ％）で、平

成 14 年と比べ、男性は 10 千人（男性有業者全体に占める割合 0.6 ポイント上昇）減少し、女性は 3 千人
（女性有業者全体に占める割合 3.2 ポイント上昇）増加している。

― 非正規就業者が増加―
雇用者を雇用形態別にみると、「正規の職員・従業者」は 387 千人（役員を除いた雇用者の 67.1 ％）、パ

ート、アルバイト、労働者派事業所の派遣社員、契約社員等の「非正規の就業者」は 190 千人(役員を除い
た雇用者の 32.9 ％）となっている。

男女別にみると、「正規の職員・従業者」が男性は 83.9 ％、女性は 46.5 ％、「非正規の就業者」が男性は 16.4
％、女性は 53.4 ％となっている。

平成 14 年と比べると、男女とも「非正規の就業者」の割合が上昇している。
（表５）

表５ 男女、雇用形態別（役員を除く）雇用者数及び構成比（平成１４年、１９年）



２ 就業異動の状況

―継続就業者、転職者、離職者、新規就業者はいずれも減少―

1 年前と比べた就業状態の変化（就業異動）をみると、有業者 726 千人のうち、１年前も同じ仕事をし

ていた「継続就業者」は 637 千人、１年前は別の仕事をしていた「転職者」は 33 千人、１年前は無業者で

あった「新規就業者」は 41 千人となった。また、無業者 554 千人のうち、１年前は有業者であった「離職

者」は 40 千人、１年前も無業であった「継続非就業者」は 509 千人となっている。

平成 14 年と比べると、「継続就業者」は 28 千人（4.2 ％）、「転職者」は 1 千人（2.9 ％）、「離職者」は 5
千人（11.1 ％）、「新規就業者」は 5 千人（10.9 ％）、いずれも減少している。

転職者の現在の有業者に占める割合（転職率）と離職者の現在の有業者に占める割合（離職率）をみる

と、転職率は 4.5 ％で同じ、離職率は 5.5 ％で 0.5 ポイント低下している。

（表６）

表６ 男女、過去１年以内の就業状態の異動別１５歳以上人口（平成１４年、１９年）

注１） 継続就業者‥‥‥‥１年前も現在も勤め先（企業）で就業していた者

注２） 継続非就業者‥‥‥１年前も現在も仕事をしていない者

注３） ・転職率‥‥‥‥‥‥‥‥転職者の現在の有業者に占める割合

・離職率‥‥‥‥‥‥‥‥離職者の現在の有業者に占める割合

・継続就業率‥‥‥‥‥‥継続就業者の現在の有業者に占める割合

・新規就業率‥‥‥‥‥‥新規就業者の現在の有業者に占める割合

・継続非就業率‥‥‥‥‥継続非就業者の現在の無業者に占める割合



３ 就業希望の状況

(1) 有業者の転職希望

― 転職希望率が低下―

有業者数 726 千人のうち、現在の仕事をやめてほかの仕事に変わりたいと思っている者（転職希望者）

は 72 千人、うち男性が 39 千人、女性が 33 千人で、有業者に占める転職希望の割合（転職希望率）は、

男性 9.5 ％、女性 10.4 ％となっている。

平成 14 年と比べると、有業者は 26 千人（3.5 ％）減少し、転職希望者は 3 千人（4.0 ％）減少している。

また、転職希望者のうち、求職者は 29 千人（うち男性が 15 千人、女性が 14 千人）で有業者に占める求

職者の割合は、4.0 ％（男性 3.7 ％、女性は 4.4 ％）となっている。

（表７）

(2) 無業者の就業希望

― 就業希望率が低下―

15 歳以上人口のうち、無業者は 554 千人で、15 歳以上人口の 43.3 ％を占めている。男女別にみると、

男性が 186 千人、女性が 369 千人となっている。

このうち就業希望者は 109 千人（うち男性が 40 千人、女性が 69 千人）で無業者に占める就業希望者の

割合（就業希望率）は 19.6 ％（男性 21.5 ％、女性 18.7 ％）となっている。）

平成１４年と比べると、就業希望率は男性が 3.9 ポイント、女性が 3.0 ポイント低下している。

また、就業希望者のうち求職者は 50 千人で、無業者に占める割合（求職者率）は 9.0 ％となっている。

男女別にみると、男性が 21 千人、女性が 29 千人で、平成１４年と比べると、男性が 2.2 ポイント、女性

が 0.9 ポイント低下している。

（表８）

表７ 男女別転職希望者、求職者数及び有業者に 表８ 男女別就業希望者、求職者及び無業者に

占める割合（平成１４年、１９年） 占める割合（平成１４年、１９年）



４ 過去５年間の雇用形態間の就業異動
―非正規就業者の異動が進展―
過去５年間に前職を辞めた雇用者が現在就いている仕事を雇用形態別にみると、前職が「正規の職員・

従業員」だった者のうち 60 千人がこの５年間に転職を経験し、現在も就業している。
このうち、63.3 ％の 38 千人は現在も「正規の職員・従業員」として就業しているが、38.3 ％の 23 千人

はパート・アルバイトなどの「非正規就業者」に異動している。
一方、前職が「非正規就業者」だった者のうち、53 千人がこの５年間に転職して現在も就業している。

このうち現職が「正規の職員・従業員」に異動した者は 30.2 ％の 16 千人で、67.9 ％の 36 千人は現在も「非
正規就業者」にとどまっている。

（表９）
表９ 雇用形態別過去５年間の就業異動

（用語の解説）

就業状態

１５歳以上の者を、ふだんの就業及び不就業によって、次のように区分した。

仕事が主な者

有業者 家事が主な者

仕事が従な者 通学が主な者

１５歳以上人口 家事・通学以外が主な者

家事をしている者

無業者 通学をしている者

その他

※ 月末１週間の就業・不就業の状態を把握する労働力調査とは把握方法が異なる。

有業者… ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日（10 月 1 日）以降も続けていくこと

になっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者をいう。なお、家族従業者は、収入を

得ていなくても、ふだんの状態として仕事に従事していれば有業者としている。

無業者… ふだん収入を得ることを目的として仕事をしていない者をいう。すなわち、ふだん全く仕事をし

ていない者及びときどき臨時的にしか仕事をしていない者をいう。

注） １ 調査の期日は、10 月 1 日現在。（昭和 46 年から 52 年までは 7 月 1 日現在）
２ 統計表の数字は、千位未満及び小数点以下第２位を四捨五入したものであるため、総

数欄の数字は、その内訳の合計に必ずしも一致しない。
３ 表中の「―」は、該当数字がない場合。


